
  

付 注
付注1   (第32図)消費者物価変動要因算定のための関数について

まず,物価形成の段階を考慮して,次の関数を最小2乗法により推計した。
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非生鮮商品消費者物価の要因分解に当たっては4)′式を,生鮮商品消費者物価の要因分解に当たっては
5)′式を用い,Y$が為替レート要因,QPが石油等価格要因,PRが需給要因,WCが製造業賃金コスト要因,MC
が消費財輸入要因,Wが流通段階等賃金要因にそれぞれ対応する。

一方,サービス消費者物価の要因分解にあたっては6)式を用い,DPが国内卸売物価要因,Wがサービス業賃
金要因にそれぞれ対応する。なお,図では各期間の長さが異なるため,1年間当たりの増減率に換算したも
のを掲げている。

  

昭和62年 労働経済の分析



(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和62年 労働経済の分析



  

付 注
付注2   (第1-(1)-3図)製造業の業種別内訳について

製造業の業種は機械関連業種を除き,原則として中分類ベースの積み上げとした。

その内訳は以下のとおりである。

消費関連業種……食料品,たばこ,繊維,衣服,その他の繊維,木材,木製品,家具,装備品,出版,印刷 

素材関連業種……化学,石油製品,石炭製品,窯業,土石,鉄鋼,非鉄金属 

機械関連業種……ボイラ,原動機製造業,農業,建設,鉱山機械,金属加工機械,産業用機械(他に分類され
ないもの)製造業,その他の一般機械器具製造業,発電用,送電用,配電用,産業用電気機器製造業,民生用
電気機器製造業,通信,電子機器,同部分品製造業,電気計測器,その他の電気機器製造業,自動車,同附属
品製造業,船舶製造,修理業,舶用機関製造業,鉄道車両,同部分品,自転車,同部分品,航空機,同附属品,そ
の他の輸送用機器製造業,精密機器 

その他の業種……パルプ,紙,紙加工品,プラスチック製品,ゴム製品,なめし革,同製品,毛皮製造業,金属
製品,その他の製造業 
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付 注
付注3   (第1-(1)-4図)サービス業の類型の内訳について

サービス業の類型は可能な限り小分類の積み上げで行った。その内訳は以下のとおりである。

事業所関連サービス……物品賃貸業,放送業,機械修理業,他に分類されない修理業,情報サービス,調
査,広告業,建物サービス業,他に分類されない事業サービス業,法律,特許,司法書士事務所,公証人役場,
公認会計士事務所,税理士事務所,土木建築サービス業,その他の専門サービス業 

社会福祉関連サービス……社会保険事業団体,福祉事務所,児童福祉事業,老人福祉事業,その他の社会
保険,社会福祉 

医療,保健サービス……歯科診療所,病院,一般診療所,その他の医療業,保健所,健康相談施設,その他の
保健衛生 

余暇関連サービス……旅館,その他の宿泊所,映画業,劇場,興行業(別掲を除く),興行団,競輪,競馬等の
競走場,競技団,運動競技場,公園,遊園地,遊戯場,その他の娯楽業,個人教授所 

生活関連サービス……家事サービス業,洗濯,洗張,染物業,理容業,美容業,浴場業,写真業,他に分類され
ない個人サービス業,駐車場業,衣服裁縫修理業,自動車整備業,廃棄物処理業 

教育関連サービス……学校教育(専修学校,各種学校を除く),専修学校,各種学校,その他の教育施設,社
会教育 

その他のサービス……協同組合,宗教,学術研究機関,政治,経済,文化団体,その他のサービス業,外国公
務 
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付 注
付注4   (第1-(1)-13図)産業連関分析による産業別就業者数増減の要因について

要因分解は以下のとおりである。

L=l(I-(I-M)A)-1(I-M)Fd+E)より 

(I-(I-M)A)-1=B,(I-M)Fd=FDとおくと, 

L=l・B・(FD+E)と表せる。 

ただし,L:就業者数,l:就業係数対角行列,I:単位行列,M輸入係数対角行列,A:投入係数,Fd:国内最終需
要,E:輸出 

t0…基準年,t1…当該年とすると,t1年～t0年間の就業者数の増減率は,次のように表せる。 

Lt1-Lt0/Lt0=lt1・Bt0(FDt0+Et0)/Lt0 

=(lt1-lt0)・Bt0(FDt0+Et0)/Lt0(労働生産性変化効果) 

+lt0(Bt1-Bt0(FDt0+Et0)/Lt0(中間需要変化効果) 

(就業者数増減率) 

+lt0Bt0(FDt1-FDt0)/Lt0最終需要変化効果(国内需要) 

+lt0Bt0(Et1-Et0)/Lt0+交絡項最終需要変化効果(輸出) 
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付 注
付注5   (第1-(1)-17図)事業所の新設,既存,廃止別従業者数の増減寄与度につい
て

計算方法は以下のとおりである。

1) 事業所の設立時期をあわせて昭和56年と61年の2時点につき事業所数と従業者数を計算する。 

2) 新設事業所における従業者数の増加については,57年以降に設置された事業所の従業者数とし
た。 

3) 設立時期別に2時点比較した際の減少事業所数に対応した従業者数の推計のため事業所の設立時
期別の事業所の減少数に1事業所当たり平均従業者数(56年現在)を乗じて,廃止事業所における従業
者数の減少とした。 

4) 既存事業所における従業者数の増減は,56～61年の増減数から2),3)の合計を減じたものを既存事
業所における従業者数の増減とした。 
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付 注
付注6   (第1-(2)-13図,第1-(3)-4図,第1-(3)-5図,第1-(3)-6図)フローデータによ
る失業等の分析について

1.フロー分析およびフローデータについて

月々の就業者数や失業者数などの変動は,その間の労働力状態の変化によってもたらされる。フロー分析
はこうした月々の労働力状態の異動から様々な労働市場の動きを探ろうとするものである。

この分析で標準的な概念としてフロー量(流入,流出量)およびフロー確率(推移確率,遷移確率)がある。い
ま,労働力状態を就業(E),失業(U),非労働力(N)の3つに区分し,前月Iの状態で今月Jの状態となった人数をIJ
と表すと,EE,EU,EN,UE,UU,UN,NE,NU,NNという9つのフロー量が得られる。

また,前月Iの状態であった者のうち今月Jの状態となった者の割合,すなわち(IJ/前月のI)をijで表す
と,ee,eu,en,ue,uu,un,ne,nu,nnという9つのフロー確率が得られる。

わが国では「労働力調査」によってこうしたフローデータが得られる。「労働力調査」は同じ調査世帯
を2ヵ月続けて調査し,各月毎に調査世帯が2分の1ずつ交替する調査方法をとっている。このため既に2ヵ
月間の調査を終えた2分の1の調査世帯について前月から今月にかけての労働力状態の異動状況すなわち
フロー量を知ることができる。

ところで,フローデータは2分の1の調査世帯を集計対象としていること,前月いなくて今月調査対象となっ
た者(転入者)や前月調査対象で今月いなくなった者(死亡者,転出者)の存在等から,全部の調査世帯を集計
して得られる毎月の公表ストック量と必ずしも整合的ではない。このため,いくつかの修正方法が提案さ
れているが,本白書では注記した場合には「昭和61年版労働白書」で採用した修正方法(同白書参考資料1-
2を参照)を用いている。

2.期待完結失業期間

失業と非失業(就業者および非労働力人口)の2つの状態があり,失業から非失業へ退出する確率をpで一定
とする。この時,期待完結失業期間は(1/P)で表される。

この前提および導出にあたっての考え方は次のように考えると理解しやすい。

労働者がある月に失業プールに参入し,この月の月末を含め,以後,失業プールから出るまで毎月末くじを引
くとする。このくじは当たりとはずれの2種類で,当たりなら失業プールから退出できるが,はずれなら失
業プールにとどまる。当たりくじを引く確率はpで,どのくじ引きも独立に行われるとする(すなわち,失業
期間は失業からの退出確率に影響しない。)。また,労働者は毎月末のくじ引きで当たりを引く以外に失業
プールから退出することはないとする(すなわち,月末時以外には労働力状態間の異動は起こらないものと
する。)。以上の前提の下でnヵ月目に失業プールから退出する確率は,(n-1)ヵ月間はずれを引き続け,nヵ
月目に当たりを引く確率だから,

p,(1-p)(n-1),n=1,2,…

となる。これはパラメターPの幾何分布(geometricdistribution)で,その平均値E(n)は(1/P)となる。すなわ
ち,平均失業期間は(1/P)ヵ月間である。
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なお,「労働力調査特別調査」における失業期間は調査時点までの失業期間であり完結していないという
問題点がある。それに対しこのフローデータによる失業期間は完結失業期間であるというメリットがあ
る。しがし,フローデータの正確性以外に,いくつかの問題点を指摘できる。まず,失業期間は失業からの退
出確率に影響しないという仮定(幾何分布の無記憶性:memorylesspropertyofthegeOmetricdistribu-tion)
は現実的かどうかということがある。失業期間と失業からの退出確率の関係は,本来実証的に明らかにさ
れるべき課題だが,例えば失業期間が長期化すると,退出確率は上がると考えることもできる。第2に,フ
ローデータでは月末の1週間の状態およびその2時点間の異動状況でしか把握していないので,それ以外の
期間における労働力状態がわからない。例えば,2ヵ月とも月末の1週間は失業していたとしても,それ以外
の期間に失業の中断があったかも知れない。この場合,失業期間は実際より過大に推計される。

3.失業頻度と失業期間

失業率は失業頻度(労働力人口のうちどれだけが月々失業者になるか)と失業期間(ひとたび失業者となっ
た場合,何ヵ月間そうした状態が続くか)の積として表すことができる。

まず,失業頻度を労働力人口(L)に対する失業への参入者の比率とすると,

失業頻度=EU+NU/L=E・eu+N・nu/L

と表せる。また,失業期間として先にみた期待完結失業期間の考え方を用いると,失業からの退出確率の逆
数だから,

失業期間=1/ue+un

となる。

今みた失業頻度,失業期間の積に,月々の失業からの退出者と失業への参入者の比率を乗ずると失業率にな
る。すなわち,

E・eu+N・nu/L・=1/ue+un・U(ue+un)/E・eu+N・nu=U/L

左辺の第1項は失業頻度,第2項は失業期間,第3項は月々の失業からの退出者と失業への参入者の比率であ
り,右辺は失業率である。月々の失業からの退出者と失業への参入者の比率は失業に関し定常状態(月々の
失業からの退出者と失業への参入者が等しく,失業ストックに変化のない状態)を仮定すると1になるが,実
際上もほとんど1に等しく失業率の要因分解に当たっては無視しうる。

なお,以上で行った失業率の要因分解は労働力率変動の要因分解にも容易に適用しうる。すなわち,労働力
率は,労働力への参入頻度,労働力期間,月々の労働力からの退出者と労働力への参入者の比率の3つの積と
なる。具体的には,

L/P=NE+NU/P・E+U/EN+UN・EN+UN/NE+NU

右辺の第1項は労働力への参入頻度,第2項は労働力期間,第3項は月々の労働力からの退出者と労働力への
参入者の比率である(Pは15歳以上人口を表す。)。
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付 注
付注7   (第1-(3)-15図)失業率関数の推計について

付注7 (第1-(3)-15図)失業率関数の推計について
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付 注
付注8   (第1-(4)-1表)既就業者の転職率の国際比較の計算方法について

各国データの,1)データのもととなった調査の方法,2)計算のベースとなっている労働者の範囲,3)計算方法
は以下のとおりである。

1.日本

1) 世帯調査 

2) 全就業者 

3) 転職者(1年前就業者で転職によって職を変わった者)の数÷有業者数 

ただし,雇用者については企業を変わった場合に限る。 

2.アメリカ

1) 世帯調査(CurentPopulationSurveyの付帯調査)。 

2) 全就業者。 

3) 〔勤続年数1年以下の就業者数―新規入職者(1年前に非労働力人口に属し,現在就業している者)の
数〕÷就業者数(現在)×100 

3.西ドイツ

1) 連邦雇用庁の社会保険データファイルに基づくデータ。 

2) 公務員を除く全雇用者および全自営業主。 

3) 転職者数÷2)の就業者数(現在)×100 

4.フランス

1) 世帯調査 

2) 全就業者 

3) 転職者数÷就業者数(現在)×100 

ただし,雇用者については企業を゛変わった場合に限る。 
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付 注
付注9   (第1-(5)-10図)賃金構造関数の推計について

1.賃金構造関数は次式を基本型とし,推計結果は以下のとおりである。

w=ao+ass+a2X2+a23(y-X)+a4(y-X)2+a5X(y-X) 

W:所定内給与 

x:勤続年数 

y:中途採用時年齢指標(年齢―標準労働者の学卒入職時年齢) 

2.図は関数によって求められた標準労働者,中途採用者の賃金を,標準労働者の22.5歳賃金を100とした格
差で示したものである。
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付 注
付注10   (第1-(5)-1表)産業間転職率関数の推計について

1.推計は次の関数型に基づき最小2乗法によった。

Rij=α+β,Wij+γ,Vj+ΣQi

Rij:i産業からj産業への転職者(自発的理由)/i産業在籍労働者 

Wij:j産業中途採用者(勤続0年)賃金/i産業平均賃金 

Vj:j産業新規求人数/全産業新規求人数 

Qi:産業別ダミー変数(サービス業を除くi産業からの転職=1,その他=0) 

1≠j 

ただし,表にはダミー変数に係るは省略した。

2.データとして用いた産業は,製造業,運輸,通信業,卸売,小売業,飲食店,金融,保険業,不動産業およびサービ
ス業の5産業である。

3.推計においては,年齢階級(7階級)別データをプールして,年齢計についてはすべてのプール,データによ
り,また若年層,中堅層,中高年層についてはそれぞれの年齢区分に対応したプール,データにより推計し
た。

4.「若年層」は男,女とも30歳未満層(3階級)「中堅層」は男子が30～44歳(2階級),女子が30～34歳(1階
級),「中高年層」は男子が45歳以上(2階級),女子が35歳以上(3階級)とした。
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付 注
付注11   (第1-(6)-19図)業種区分内訳について

本文中の業種内訳は以下のとおりである。

製造業 消費関連業種A……食料品,たばこ,衣服,木材,木製品,家具,出版・印刷 

消費関連業種B……繊維 

素材関連業種A……化学,石油,石炭,窯業,土石, 

素材関連業種B……鉄鋼,非鉄金属 

機械関連業種A……一般機械,電気機器,造船以外の輸送用機器,精密機器 

機械関連業種B……造船 

その他……上記以外の製造業 

サービス業 事業所関連サービス……物品賃貸業(ただし,自動車,スポーツ,娯楽を除く),放送業,機械修
理業,情報サービス,調査,広告業,その他の事業サービス業,法律事務所,公証人役場,公認会計士,土木建
築サービス業,デザイン業,著述家,芸術家業,その他の専門サービス業 

社会福祉関連サービス……社会保険,社会福祉 

医療保健関連サービス……医療業,保健衛生 

余暇関連サービス……旅館,その他の宿泊所,映画業,娯楽業,個人教授所,自動車物品賃貸業,スポーツ,
娯楽用品賃貸業 

生活関連サービス……洗濯,理容,浴場業,駐車場業,自動車整備業,修理業(機械修理業を除く),廃棄物処
理業 

教育関連サービス……教育 

その他……上記以外のサービス業 
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付 注
付注12   (第2-(3)-5図)大都市および小都市Aの勤労者の生涯収支の推計につい
て

I 勤労者世帯の家計収支の都市階級,年齢階級別クロス,データの推計方法

昭和62年における勤労者世帯の家計収支の都市階級,年齢階級クロス,データの推計は,以下により行った。

1 使用データ

1) 総務庁統計局「家計調査」:62年平均の都市階級別データおよび年齢階級別データ(以下「家計調
査データ」という。) 

2) 総務庁統計局「全国消費実態調査」:59年9～11月の都市階級,年齢階級別クロス,データ(以下「全
消データ」という。) 

2 推計方法

(1)都市階級,年齢階級別抽出率調整世帯分布の推計

「全消データ」における抽出率調整世帯分布を出発点(初期値)として,62年における都市階級,年齢階級別
の抽出率調整世帯分布を推計する。すなわち,「全消データ」における抽出率調整世帯分布が次表(左)の
ようであり,推計する62年における抽出率調整世帯分布を次表(右)のようであるとしたとき,次表(右)のク
ロス部分を次の方法で推計する。

なお,添字の最初は都市階級を表し,後の方は年齢階級を表すものとし,

Wit=ΣWij(i=1,2……,c)j 
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〔wについても同様〕 

Wit=ΣWij(i=1,2……,a)j 

である。この場合,左表全部と右表のwt1,wt2,……,wtaおよびw1t,w2t,……,wctは「家計調査データ」が
ら既知である。

以上を前提に,左表のクロス部分のデータを初期値として,

1) Rj=ΣWij(j=1,2……,a)i 

Ci=ΣWij(1=1,2……,c)を計算する。

j 

2) Rej=wtj/Rj(j=1,2……,a) 

Cei=wit/Ci(1=1,2……,c)を計算する。 

3) すべてのRej,Ceiが0.999を超え1.001未満であるときは計算を終了し,その段階でのWijをwijとす
る。一つでもこの条件を満たさなければ, 

Wij=Rej+Cei/2×Wijとし,1)の処理に戻る。 

(2)主要収支項目の推計

つぎに,消費支出計や各費目について,「全消データ」を初期値とし,(1)で求めた62年平均の抽出率調整世
帯分布(wij)をウェイトとして,(1)と同様の方法により,62年平均の都市階級,年齢階級別クロス,データを推
計する。すなわち,消費支出等の項目データを,(1)と同様にMijとmijと表すとすれば,

Mit=Σωij,Mij(i=1,2……c)〔ωij=wij/wit〕j 

Mtj=Σωij,Mij(j=1,2……a)〔ωij=wij/wtj〕 〔mについても同様〕 

となる点が異なるのみで,計算過程等は全く同様である。

II 大都市および小都市Aの勤労者の生涯収支の推計方法

大都市および小都市Aの勤労者の生涯収支は,Iにより推計した都市階級,年齢階級別のデータをもとに,次の
仮定により試算した。

なお,年齢別の収支への変換は,年齢階級別データの階級値を直線で結ぶことにより求めた。また,次の仮定
によるものを除き,年々の家計収支は,次式によった。

年々の貯蓄=可処分所得-(消費支出＋保険掛金+住宅ローン返済) 

年々の貯蓄現在高=(前年の貯蓄現在高)×(1+貯蓄金利)+(年々の貯蓄) 

+(年々の貯蓄)÷2×(貯蓄金利) 

1) 当該世帯は世帯主が27歳のときに形成されること 

2) 当該世帯は,原則として平均的な収入を得ること 

3) 当該世帯は,消費支出も平均的なものを想定するが,教育関係費については子供の就学状況に応じ
たものを使用すること 

(注) 教育関係費は,3大都市圏の世帯類型別データ(「全国消費実態調査」)で平均との比率から大都
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市を求め,次に,大都市と小都市Aの年齢階級別の比率から小都市Aを求めた。 

4) 当該世帯は,原則として40歳(住宅金融公庫調べ平均を参考に設定)において住宅取得を行うものと
する。 

5) 住宅取得価格は大都市で3,600万円,小都市Aで2,000万円を想定する。(大都市は首都圏における
平均的な取得価格(62年度建設省調べ),小都市Aは住宅金融公庫融資対象住宅価格(61年度,3大都市圏
以外の地域)を参考に設定。) 

6) 貯蓄金利を年3.7%(金銭信託の予想配当率等を参考に設定した。),住宅ローン金利を4.52%(住宅
金融公庫融資金利および財形住宅融資金利を参考に設定。)とする。また,住宅ローンは25年間の均
等返還により行うものとする。 

7) 住宅取得の頭金は,取得時点での貯蓄残高から設定する。 

(注) その結果,大都市では1,000万円,小都市Aでは1,200万円とした。

以上の結果,大都市では住宅取得は非常に困難であるとの試算になるところから次の2つの場合を追加想定
して,試算を行った。

(a)40歳以降55歳まで,毎月6万円の追加収入のあるとき(典型例は,妻が新たにパートによる就業をす
ること。) 

(b)住宅購入時に,追加資金として1,250万円があり,これを頭金として追加的に使用するとき(典型例
は,親からの贈与) 

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和62年 労働経済の分析




